
2026年度行政事業レビューシート こども家庭庁

障害児入所給付費等負担金等

基本情報

組織情報 府省庁 こども家庭庁

事業所管課室 こども家庭庁 | 支援局 | 障害児支援課

作成責任者 今泉愛

その他担当組織 --

基本情報 予算事業ID 006533 事業開始年度 2023 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2026 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

こども家庭庁 こども政策の推進 ７障害児への支援に関する施策の推進

https://www.cfa.go.jp/assets/
contents/node/basic_page/fi
eld_ref_resources/a6a4557a-
59e8-4db7-bb83-
77d39638397a/a8ac44d7/202
40308_policies_assessment_
seisakuhyouka_04.pdf

関連事業 -- 主要経費 医療給付費 | 生活扶助等社会福祉費

概要・目的 事業の目的
障害児入所施設等における児童等の入所後又は委託後の保護に必要な費用の負担及び障害児が障害児入所施設等において受けた指定入所支援及び指定通所
支援等に要する費用の負担を行うことにより障害児の支援体制の構築を図ることを目的とする。

現状・課題

利用児童数の増加等に伴い、現在の制度体系となった平成24年度から障害児施設措置・給付費予算額は約10倍に増加しており、障害児支援に対する質の高
いサービスへのニーズは、益々高まっている。
特に、児童発達支援と放課後等デイサービスについては、利用者、事業者、費用額の伸びが急伸しており、支援の質の確保と併せて制度の持続可能性を確
保した対応が求められている。

事業の概要

児童福祉法に基づく児童発達支援や放課後等デイサービスをはじめとした障害児通所支援と障害児入所支援について、事業者が利用者にサービス提供する
に当たり要した経費（障害福祉サービス等報酬）の一部を負担するものである。
なお、障害福祉サービス等報酬については、概ね３年に１回の報酬改定により、報酬単位や各種加算や減算の内容について見直しを実施することとなって
いる。

事業概要URL
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/32675809-3f98-486b-9c03-
efc695ede0bb/39a24220/20251015_policies_shougaijishien_shisaku_34.pdf

http://rssystem.go.jp/project/5a221b4a-23f3-42af-ad7e-c42cefb02d6a


根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

児童福祉法 昭和二十二年法律第百六十四号 第五十三条 -- --

関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所医療費等国庫負担金について --

実施方法 負担

補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

--

通所措置費・給付費：国 １／２、都
道府県  １／４、市町村１／４
入所措置費・給付費：国１／２、都
道府県、指定都市、児童相談所設置
市１／２

-- --

備考 【概算要求額が300億円を超える事業を１シートで作成する理由及び分かりやすさなどを担保するために行った作成上の工夫】
「（目）障害児入所給付費等負担金」はこの（目）単体で300億を超えている義務的経費であり、負担金の性質上「（目）障害児入所給付費等負担金」と「（目）障害児入所医療費等負
担金」は合わせて一つの給付であり、細分化するのは馴染まないため。



予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2023 2024 2025 2026 2027

要求額 -- 474,080,000 491,375,361 512,285,571 540,172,174

当初予算 453,653,000 474,395,920 492,465,293 520,209,540 --

補正予算 320,000 592,847 61,905,309 -- --

前年度から繰越し -- -- -- -- --

予備費等 -- -- -- -- --

計 453,973,000 474,988,767 554,370,602 520,209,540 --

執行額 422,156,000 474,286,522 542,824,338 -- --

執行率 93% 99.9% 97.9% -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算
一般会計 / 内閣府 / こども家庭庁 / 障害児支援等対策費 / 障害児入所給付
費等負担金

-- 514,844,810 534,829,533

当初予算
一般会計 / 内閣府 / こども家庭庁 / 障害児支援等対策費 / 障害児入所医療
費等負担金

-- 5,364,730 5,342,641

主な増減理由 令和９年度障害福祉報酬改定については、予算編成において検討 その他特記事項 --



効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

101: アクティビティ

自治体における障害児入所支援
等の措置に係る費用を一部負担
する。

201: アウトプット

地域における障害児支援の安定
的提供体制を確保するための支
援を実施

301: 短期アウトカム

運営主体によって、収支差率に差
が出る構造は望ましくないた
め、生じている差異を是正する
方策の検討。

401: 中期アウトカム

制度の公平性・持続可能性・透
明性を確保するための抜本的な
見直し。

501: 長期アウトカム

障害児が必要な支援を確実に利
用できる環境の維持継続。



アクティビティからの発現経路 101-201-301-401-501

アクティビティ 自治体における障害児入所支援等の措置に係る費用を一部負担する。

アウトプット 活動目標
地域における障害児支援の安定的提供体制を確保するための支
援を実施

活動指標 障害児支援利用（措置）児童数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(人) 7,573,325 7,652,933 8,035,579 9,164,203

活動実績／成果実績(人) 7,489,978 8,212,725 8,949,646 --

後続アウトカム
へのつながり

-

短期アウトカム 成果目標
運営主体によって、収支差率に差が出る構造は望ましくないた
め、生じている差異を是正する方策の検討。

成果指標 -

定性的なアウトカムに
関する成果実績

状況を把握するための指標として、報酬改定検討チームにおけ
る関係団体ヒアリングによる現場からの声や国保連データに基
づく加算等の確認は可能となっているところ。

実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

収支差率の是正を行う方策は、複数考えられ、統一的な指標を
用いることは困難であるため。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

後続アウトカム
へのつながり

-

中期アウトカム 成果目標
制度の公平性・持続可能性・透明性を確保するための抜本的な
見直し。

成果指標 -

定性的なアウトカムに
関する成果実績

状況を把握するための指標として、各事業の利用のべ人数は経
年で確認が可能となっており、加えて市町村の給付決定の在り
方についても事務処理要領の見直し等を進めているところ。

実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

給付費が急伸している児童発達支援や放課後等デイサービスの
制度の在り方を考えるものであるため、現時点で定量的な指標
を設定することは困難であるため。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

後続アウトカム
へのつながり

障害児支援を安定的に提供する体制が確保されることにより、障害児が地域において必要な支援を確実に利用しながら、健やかに成長し、家族とともに安心して暮らすことができる
ため。



長期アウトカム 成果目標 障害児が必要な支援を確実に利用できる環境の維持継続。 成果指標 -

定性的なアウトカムに
関する成果実績

状況を把握するための指標として、各事業の利用のべ人数は経
年で確認が可能となっており、障害福祉サービス等報酬改定と
併せて、事業内容の確認を進めているところ。

実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

本事業は、法で定めるところにより、障害児通所支援及び障害
児入所支援に要する措置・給付に係る費用等を国が一部負担す
るものであり、国が一定の目標を定めて執行するものではない
ため。なお、個々の障害児への支援に際しては、適切なアセス
メントを行った上で、それぞれの障害種別や特性等に応じて、
必要なサービスや支給量等を決定することが重要。

アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --



点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善

点検結果
本負担金については障害児入所施設に入所等した児童の保護、育成に要する法律に義務づけられた経費を支弁するものである。令和７年度の執行率は
97.9％であり、安定的な障害児通所等サービス提供に寄与している。

目標年度における効果
測定に関する評価

--

改善の方向性 障害児の福祉の向上を図るため、引き続き、必要な予算額を確保し、適正な執行に努める。

外部有識者によ
る点検

点検対象 公開プロセス 最終実施年度 2026

対象の理由 その他

所見 --

公開プロセス結果概要
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/23e46aee-9006-410c-a5f6-6a3b58a59c15/bff5c203/20260617_project-
review_2026_17.pdf

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 事業内容の一部改善 詳細 公開プロセスでの指摘を踏まえ、所要の改善を行うこと。

所見を踏まえた
改善点／概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 年度内に改善を検討

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細
公開プロセスにおいて、持続可能な制度の在り方を検討すべきというご意見をいただいていることは承知している。そのうえで、本負担金については、推
計により現時点で必要な金額を要求したものである。今後も、公開プロセスでの指摘を踏まえ、改善に取り組んでまいりたい。

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項

--



支出先
資金の流れ

こども家庭庁

542,824,338 千円

A. 都道府県・市町村

542,824,338 千円

支出先の数: 47

事業実施主体（市町村、障害児

支援事業所等への負担金交付）



支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A 都道府県・市町村 542,824,338 47 事業実施主体（市町村、障害児支援事業所等への負担金交付）

支出先名 支出額 法人番号

大阪府 52,230,893 4000020270008

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 52,230,893 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

東京都 38,504,886 8000020130001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 38,504,886 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

神奈川県 36,810,028 1000020140007

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 36,810,028 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

愛知県 36,060,295 1000020230006

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 36,060,295 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

福岡県 32,568,748 6000020400009

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由



支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 32,568,748 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

埼玉県 28,931,906 1000020110001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 28,931,906 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

北海道 28,188,141 7000020010006

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 28,188,141 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

千葉県 26,176,561 4000020120006

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 26,176,561 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

兵庫県 23,859,171 8000020280003

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 23,859,171 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

静岡県 16,752,379 7000020220001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給
補助金等交付 16,752,379 1 -- --



支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

支出先名 支出額 法人番号

その他 222,741,330 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児の措置費の支弁、障害児施設給付費の支給、補助金等
交付等
補助金等交付 

222,741,330 37 -- --

費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A 大阪府 障害児の措置費の支弁、障害児
施設給付費の支給

障害児入所給付費
等

障害児入所施設等を利用した場合の費用 
（治療に要する費用を除く） --

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --



その他備考

--



2026年度行政事業レビューシート こども家庭庁

障害児支援における人材育成指導者養育研修事業【国実施分】

基本情報

組織情報 府省庁 こども家庭庁

事業所管課室 こども家庭庁 | 支援局 | 障害児支援課 | 障害児支援係

作成責任者 今泉愛

その他担当組織 --

基本情報 予算事業ID 021888 事業開始年度 2025 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2026 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

こども家庭庁 こども政策の推進 ７障害児への支援に関する施策の推進

https://www.cfa.go.jp/assets/
contents/node/basic_page/fi
eld_ref_resources/a6a4557a-
59e8-4db7-bb83-
77d39638397a/a8ac44d7/202
40308_policies_assessment_
seisakuhyouka_04.pdf

関連事業 -- 主要経費 生活扶助等社会福祉費

概要・目的 事業の目的
全国どの地域でも、質の高い障害児支援の提供が図れるよう、全国共通の枠組みとした研修の円滑導入に向け、国における標準カリキュラムに基づくテキ
スト教材や動画コンテンツの作成、自治体向けガイドラインの作成等による支援の実施を目的とする。

現状・課題
障害児通所施設において、事業所数、利用者数が飛躍的に増加し、都市部を中心に身近な地域で障害児支援を受けられる環境が大きく改善する一方で、支
援の質の確保が課題となっている。

事業の概要 令和9年度における自治体研修の円滑導入に向け、自治体への指導者養育研修、自治体等への周知、動画コンテンツ作成等支援を実施する。

事業概要URL --

根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

-- -- -- -- --

http://rssystem.go.jp/project/fa4fa58e-cb39-4a56-9466-f6961055d13a


関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費の国庫補助について（厚生労働事務次官通知 平
19.12.3 厚生労働省発雇児第1203001号）

--

こども大綱（令和５年12月22日閣議決定）
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/f3e5eca
9-5081-4bc9-8d64-e7a61d8903d0/276f4f2c/20231222_policies_kodomo-
taikou_21.pdf

こども未来戦略（令和５年12月22日閣議決定） https://www.cfa.go.jp/resources/kodomo-mirai/

実施方法 直接実施

補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

-- -- -- --

備考 --



予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2025 2026 2027

要求額 -- 107,234 107,234

当初予算 0 -- --

補正予算 107,234 -- --

前年度から繰越し -- 107,234 --

予備費等 -- -- --

計 107,234 107,234 --

執行額 0 -- --

執行率 0% -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- 107,234 --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算
一般会計 / 内閣府 / こども家庭庁 / こども政策推進費 / こども政策推進事
業委託費

-- -- 107,234

前年度から繰越し
--

-- 107,234 --

主な増減理由 -- その他特記事項 --



効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

101: アクティビティ

障害児支援における研修体系の
構築など支援人材の育成に向
け、令和６年12月から設置して
いる「障害児支援における人材
研修に関する検討会」のとり…

201: アウトプット

国における標準カリキュラムに
基づくテキスト教材や動画コン
テンツの作成、自治体向けガイ
ドラインの作成等による支援を
実施する

501: 長期アウトカム

自治体における研修の円滑導入



アクティビティからの発現経路 101-201-501

アクティビティ 障害児支援における研修体系の構築など支援人材の育成に向け、令和６年12月から設置している「障害児支援における人材研修に関する検討会」のとりまとめを基に、全国共通の枠
組みとした研修の円滑導入に向け、国における標準カリキュラムに基づくテキスト教材や動画コンテンツの作成、自治体向けガイドラインの作成等による支援を実施する。

アウトプット
活動目標

国における標準カリキュラムに基づくテキスト教材や動画コン
テンツの作成、自治体向けガイドラインの作成等による支援を
実施する

活動指標 令和9年度に研修の実施を予定している自治体数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(自治体) 0 67

活動実績／成果実績(自治体) 0 --

後続アウトカム
へのつながり

全国共通の枠組みとして、障害児支援における研修体系の構築を支援することで、自治体における研修の円滑導入に繋げることができる。

長期アウトカム 成果目標 自治体における研修の円滑導入 成果指標 研修実施自治体数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

障害児支援における人材育成指導者養育研修事業（国実施分）
において把握

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

予算編成過程で検討

活動・成果目標
と実績

 2025年度 最終目標年度
2026年度

当初見込み／目標値(自治体) -- 67

活動実績／成果実績(自治体) -- --

達成率(%) -- --

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --



点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善

点検結果 研修の本格実施を見据え、研修テキストや受講確認に対する環境整備を進めていく必要がある。

目標年度における効果
測定に関する評価

--

改善の方向性 引き続き、研修実施主体である都道府県、指定都市に対し本研修の円滑実施につながるよう本事業を活用し情報提供を行っていく。

外部有識者によ
る点検

点検対象 書面点検 最終実施年度 2026

対象の理由 前年度に新規に開始した事業

所見 長期アウトカムが「研修実施自治体数」となっているが、研修受講者数・指導者の育成数といった具体的な指標にするべきではないか。

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 事業内容の一部改善 詳細 外部有識者の指摘を踏まえ、所要の改善を行うこと。

所見を踏まえた
改善点／概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 現状通り

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細
令和９年度からの研修本格実施を踏まえ、必要な予算額を概算要求したところである。基礎、実践研修については、すべての事業所の職員の受講が想定さ
れることから、自治体数が望ましいと考える。

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項

--



支出先
資金の流れ

こども家庭庁

0 千円

A. 委託先

0 千円

支出先の数: 1

委託先



支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A 委託先 0 1 委託先

支出先名 支出額 法人番号

受託業者 0 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

障害児支援における人材育成指導者養育研修事業【国実施
分】
一般競争契約（総合評価） 

0 1 100 --

費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A 受託業者 障害児支援における人材育成指
導者養育研修事業【国実施分】 委託費 業務委託 0

国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --



その他備考

--


